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平成１９年度住宅市場動向調査概要 
 

Ⅰ 調査の内容 

 

１ 調査方法 

アンケート調査は、各市場ごとに下表のような方法で行った。 

市場 対象 対象地域 調査方法 

注文住宅 
 

平成 18 年４月から平成 19 年

３月までの間に自分自身の住

宅を建築して入居済みの人 

全国 建築物動態統計調査のうち「補正

調査」の対象から抽出した世帯主

への郵送による調査 

分譲住宅 
 

平成 18 年４月から平成 19 年

３月までの間に新築の分譲住

宅を購入し、入居済みの人 

首都圏（埼玉県、千葉県、東京都、

神奈川県） 

中京圏（岐阜県、愛知県、三重県）

近畿圏（京都府、大阪府、兵庫県）

各地圏で合計 160 地点を抽出し、

調査員が該当の住宅を探し出し、

訪問留置調査により実施 

中古住宅 
 

平成 19 年４月から平成 20 年

２月の間に中古住宅を購入し

た人 

(注)社団法人全国宅地建物取引業

協会連合会の会員企業から、中古

住宅を購入した人が手続きをする

際に、調査票を渡して記入しても

らうよう調査協力依頼をしたた

め、当調査が実施可能となった上

記期間を対象としている。 

首都圏（埼玉県、千葉県、東京都、

神奈川県） 

中京圏（岐阜県、愛知県、三重県）

近畿圏（京都府、大阪府、兵庫県）

 

社団法人全国宅地建物取引業協会

連合会の会員企業で中古住宅を購

入した人に調査を依頼し、郵送に

て回収 

民間賃貸住宅 

 

平成 19 年 12 月から平成 20 年

２月の間に民間賃貸住宅に入

居した人 

(注)社団法人全国宅地建物取引業

協会連合会の会員企業から、民間

賃貸住宅に入居した人が手続きを

する際に、調査票を渡して記入し

てもらうよう調査協力依頼をした

ため、当調査が実施可能となった

上記期間を対象としている。 

首都圏（埼玉県、千葉県、東京都、

神奈川県） 

中京圏（岐阜県、愛知県、三重県）

近畿圏（京都府、大阪府、兵庫県）

 

社団法人全国宅地建物取引業協会

連合会の会員企業で民間賃貸住宅

に入居した人に調査を依頼し、郵

送にて回収 
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市場 対象 対象地域 調査方法 

＜参考＞ 

リフォーム住

宅 

平成 18 年４月から平成 19 年

３月の間に自分の住宅をリフ

ォームした人 

全国 ウェブアンケートを実施 

 
 

２ 調査項目 

（１）各市場（住宅タイプ）共通の調査項目 

１）世帯に関すること 
・ 居住人数 
・ 65 歳以上の居住者の人数 
・ 世帯主の年齢 
・ 世帯主の職業 
・ 住宅建築当時の世帯主の勤続年数 
・ 世帯年収（税込み） 

２）資金調達方法＊1 
・ 住宅建築（購入、リフォーム）資金（資金内訳、返済期間） 
・ 住宅ローンの年間支払額 
・ 住宅ローン減税制度適用の有無 
・ 民間金融機関からの借入金金利タイプ（民間金融機関（住宅金融支援機構提

携ローン以外）から借入がある時のみ） 
・ 民間金融機関への融資申込の有無 
・ 希望額融資を断られた経験の有無 
・ 希望額融資を断られた理由 
・ 民間金融機関からの希望額融資の可否 
・ 融資を受けられなかった場合の資金の調達方法 

３）建築（購入）にあたり影響を受けたこと＊1 
・ 今回の住宅に決めた理由＊2 
・ 住宅の建築（購入）にあたり影響を受けたこと＊3 

４）今回の住宅と直前の住宅（リフォーム前後）の比較 
・ 直前の住宅の種類＊2 
・ 直前の住宅の家賃（直前の住宅が賃貸住宅の時のみ）＊2 
・ 直前の住宅の取得時期（直前の住宅が持家の時のみ）＊3 
・ 直前の住宅の処分方法（直前の住宅が持家の時のみ）＊3 
・ 直前の住宅の取得価格と売却価格（直前の住宅が持家で、かつ売却した時の

み）＊２ 
・ 今回の住宅と直前の住宅の比較（住宅の建て方、延べ床面積、敷地面積、高
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齢者対応設備、省エネ設備、定期借地制度の利用の有無、通勤時間）＊4 
5）住宅性能表示制度について＊1 
・ 住宅性能表示制度の認知度＊3 
・ 住宅性能表示制度の利用の有無＊3 
・ 住宅性能表示制度を利用しなかった理由（住宅性能表示制度を利用しなかっ

た時のみ）＊3 
＊1 民間賃貸住宅を除く 

＊2 リフォーム住宅を除く 

＊3 民間賃貸住宅、リフォーム住宅を除く 

＊4 リフォーム住宅は、延べ床面積、高齢者対応設備、省エネ設備のみ 

 
 （２）各市場（住宅タイプ）特有の調査項目 

   ①注文住宅 
・ 工事の種類（新築か建て替えかの別） 
・ 敷地の取得方法、時期 
・ 工務店や住宅メーカーを見つけた方法 
・ 今回の住宅と直前の住宅の所在地 
・ 土地購入資金（資金内訳、返済期間） 

②分譲住宅 
・ 敷地の権利関係 
・ 住宅を見つけた方法 
・ 毎月の管理費と修繕積立金（マンション購入者のみ） 

③中古住宅 
・ 建築時期 
・ 敷地の権利関係 
・ 今回中古住宅にした理由 
・ 住宅を見つけた方法 
・ 毎月の管理費と修繕積立金（マンション購入者のみ） 
・ 購入前１年以内の売主によるリフォームの有無 
・ 購入直後のリフォームの有無 

④民間賃貸住宅 
・ 賃貸契約の種類 
・ 建築時期 
・ 住宅を見つけた方法 
・ 直前の住宅の居住期間 
・ 直前の住宅の所在地 
・ 勤務先からの住宅手当の有無、金額 
・ １ヶ月の家賃、共益費 
・ 敷金/保証金、礼金、仲介手数料、更新手数料、その他費用 
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・ 定期借家制度の認知度 
・ 賃貸住宅に関して困ったことの有無 

⑤リフォーム住宅〈参考〉 
・ 住宅の入手時期、入手方法 
・ 建築時期、リフォーム時期 
・ リフォームの種類、内容、部位 
・ リフォームの動機 
・ リフォームの工事期間 
・ リフォームの施工者、施工業者を探した方法 
・ リフォーム時に困ったこと 
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Ⅱ 調査結果の概要 
 
１ 世帯に関すること 
（１）居住人数 

１世帯あたりの居住人数は、民間賃貸住宅で少なく、注文住宅、リフォーム住宅

では多い傾向にある。 
民間賃貸住宅では「２人」が 27.9％、「１人」が 25.0％を占めており、単身若しく

は２人世帯が多い。 

居住人数

注文住宅（N=1171）

分譲住宅（N=823）

中古住宅（N=86）

民間賃貸住宅（N=104）

リフォーム住宅（N=1030）

（％）

１人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６人以上 無回答

3.6人

3.1人

3.2人

2.6人

3.6人

１世帯あたり
平均居住人数

 
居住人数 （単位 : ％）

１人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６人以上 無回答
注文住宅 2.9 20.1 25.4 30.3 14.3 6.2 0.9
分譲住宅 5.7 24.2 29.5 32.2 6.1 1.3 1.0
中古住宅 7.0 23.3 32.6 26.7 2.3 7.0 1.2
民間賃貸住宅 25.0 27.9 19.2 19.2 3.8 3.8 1.0
リフォーム住宅 2.6 21.8 26.3 27.9 12.4 8.9 -  
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（２）世帯主の年齢及び 65 歳以上の居住者のいる世帯 
世帯主の年齢は、注文住宅、分譲住宅、中古住宅で 30 代が最も多く、特に分譲住

宅では、これに 30 歳未満を加えると約６割に達する。民間賃貸住宅では 30 歳未満

及び 30 歳代、リフォーム住宅では 40 代歳が最も多くなっている。 

 世帯主の年齢

注文住宅（N=1171）

分譲住宅（N=823）

中古住宅（N=86）

民間賃貸住宅（N=104）

リフォーム住宅（N=1030）

（％）

３０歳未満 ３０歳代 ４０歳代 ５０歳代 ６０歳以上 無回答
 

世帯主の年齢 （単位 : ％）
３０歳未満 ３０歳代 ４０歳代 ５０歳代 ６０歳以上 無回答

注文住宅 6.7 34.5 18.2 17.7 21.2 1.7
分譲住宅 10.9 48.2 19.7 9.7 10.8 0.6
中古住宅 8.1 41.9 19.8 14.0 12.8 3.5
民間賃貸住宅 27.9 27.9 24.0 7.7 9.6 2.9
リフォーム住宅 3.2 20.0 33.3 22.8 20.7 -  
 
また、65 歳以上の居住者がいる世帯の比率は、リフォーム住宅で 36.0％と最も高

く、次いで注文住宅で 26.1％である。一方、民間賃貸住宅では 12.5％と最も低くな

っている。 

６５歳以上の居住者がいる世帯

26.1

14.6

15.1

12.5

36.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

注文住宅（N=1171）

分譲住宅（N=823）

中古住宅（N=86）

民間賃貸住宅（N=104）

リフォーム住宅（N=1030）

（％）
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（３）世帯年収 
世帯年収の平均は、リフォーム住宅が 779.7 万円と最も多く、次いで分譲住宅、

注文住宅の順で 700 万円台となっており、中古住宅は 586.3 万円、民間賃貸住宅は

最も少ない 501.4 万円となっている。注文、分譲住宅を建築又は購入した人の世帯

年収と比較すると、中古住宅購入者は約８割、民間賃貸住宅の入居者は約７割とな

っている。 

世帯年収（平均）

713.1

725.6

586.3

501.4

779.7

0 200 400 600 800 1,000

注文住宅（N=1068）

分譲住宅（N=729）

中古住宅（N=82）

民間賃貸住宅（N=81）

リフォーム住宅（N=1003）

（万円）
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２ 資金調達方法 

（１）住宅の価格と自己資金 
住宅の建築、購入、リフォームに要した資金総額の平均は、注文住宅（土地購入

資金を含む）で 4,400.6 万円、分譲住宅で 3,944.6 万円、中古住宅で 2,432.8 万円、

リフォーム住宅で 277.9 万円となっている。 
また、資金総額に占める自己資金比率を見ると、注文住宅で 45.9％、分譲住宅で

39.1％、中古住宅で 33.0％、リフォーム住宅で 75.4％となっている。 
自己資金の内訳では、預貯金・有価証券の売却代金・退職金がどの住宅タイプに

おいても多くなっており、借入金の内訳では、民間金融機関ローンが多くなってい

る。 
 資金総額と自己資金比率（平均）

2021.9

1542.4

2378.7

2402.2

803.4

209.7

1629.4

68.3

注文住宅*（N=454）

分譲住宅（N=635）

中古住宅（N=73）

リフォーム住宅（N=821）

（万円）

自己資金合計

借入金合計

上段　：　合計
下段　：　自己資金比率

4400.6万円
45.9%

3944.6万円
39.1%

277.9万円
75.4%

2432.8万円
33.0%

 
*住宅建築費＋土地購入資金 

 

自己資金・借入金の内訳 （％）
注文 分譲 中古 リフォーム

Ａ．自己資金 40.7 35.6 37.4 75.4
ア）預貯金・有価証券の売却代金・退職金 29.5 24.6 26.8 64.2
イ）不動産売却 4.8 6.2 6.3 3.5
ウ）贈与 3.3 2.5 0.9 1.1
エ）遺産相続 1.6 0.8 1.1 2.5
オ）その他 1.6 1.5 2.3 4.1

Ｂ．借入金 59.3 64.4 62.6 24.6
カ）住宅金融支援機構融資（直接融資） 3.8 6.8 3.7 6.6
キ）その他公的機関＊からの借入金 2.0 1.3 4.4 2.1
ク）勤務先からの借入金 2.3 2.5 4.1 1.0
ケ）民間金融機関ローン（住宅金融支援機構提携ローン「フラット３５」） 13.8 17.8 17.9 -
コ）民間金融機関ローン 35.5 33.7 30.3 12.2
サ）親、兄弟など親族、知人からの借入金 1.8 1.9 1.8 2.4
シ）その他 0.0 0.2 0.3 0.1

Ｃ．住宅建設＋土地購入資金総額 100.0 100.0 100.0 100.0
＊雇用・能力開発機構、地方公共団体等  
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（２）住宅ローンの有無と住宅ローン減税制度の適用率 
住宅ローンを有する世帯（住宅金融支援機構提携ローン（フラット 35）、民間金融

機関ローン（住宅金融支援機構提携ローン以外のもの）、住宅金融支援機構融資（直

接融資）、その他公的機関や勤務先からの借入金を有する世帯）は、どの住宅タイプ

においても約 60％を占めている。 
また、住宅ローンを有する世帯のうち、住宅ローン減税制度の適用を受けた世帯

の比率は、注文住宅及び分譲住宅で約 80%、中古住宅では 50％強となっている。こ

れは住宅ローン減税制度の適用条件として、築後経過年数が一定年数以内＊1 のもの

又は一定の耐震基準＊2を満たすという条件があるため、中古住宅の調査対象のうち、

築年数の古いもの中で一定の耐震基準を満たさないものが、住宅ローン減税制度の

適用を受けられなかったものと考えられる。 
＊1 一定年数以内 耐火建築物 築 25 年以内、木造等 築 20 年以内 

＊2 一定の耐震基準 新耐震基準を満たすことが建築士等により証明されたもの  

住宅ローンを有する世帯

63.3

62.8

64.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

注文住宅（N=1171）

分譲住宅（N=823）

中古住宅（N=86）

（％） 住宅ローン減税制度の適用率
（住宅ローンを有する世帯のうち）

82.1

79.7

54.5

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

注文住宅（N=741）

分譲住宅（N=517）

中古住宅（N=55）

（％）

 
 
 

（３）住宅ローンの年間支払額と返済負担率 
住宅ローンを有する世帯の年間支払額の平均は、注文住宅で 129.6 万円、分譲住

宅で 136.8 万円、中古住宅では 94.5 万円となっており、中古住宅購入者の年間支払

額は、注文、分譲住宅の約７割となっている。   
世帯年収に占める返済負担率については、注文住宅と分譲住宅で約 20％であり、

中古住宅では 17.5％となっている。 
 
住宅ローンの年間支払額と返済負担率（平均）

129.6
136.8

94.5

20.4 21.0

17.5

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

140.0

160.0

180.0

注文住宅（N=664） 分譲住宅（N=468） 中古住宅（N=48）

（
年

間
支

払
額

：
万

円
）

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

（
返

済
負

担
率

：
%
）

年間支払額

返済負担率
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（４）民間金融機関への融資申込と融資の状況 
民間金融機関への融資申込を行った世帯は、どの住宅タイプにおいても 60％強で

ある。 
民間金融機関への融資申込を行った世帯のうち、一度は希望額融資を断られた経

験を有する世帯の割合は、中古住宅で 24.1％と最も多い。 
また、希望額融資の可否についても、中古住宅では、「最終的に融資を減額された」

は 9.3％、「最終的に融資を受けられなかった」は 1.9％となっており、最終的に希望

額を全額融資されなかった世帯の割合は合計 11.2％と最も多い。 

民間金融機関へ融資を申し込んだ世帯

61.3

65.1

62.8

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

注文住宅（N=1171）

分譲住宅（N=823）

中古住宅（N=86）

（％）

 

一度は希望額融資を断られた経験を有する世帯
（内訳：民間金融機関に融資を申し込んだ世帯におけ
る希望額融資の可否）

10.6

7.3

13.0

5.3

9.3

2.8

0.8

0.2

1.9

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

注文住宅（N=718）

分譲住宅（N=536）

中古住宅（N=54）

（％）

最終的に
希望額を全額融資

最終的に
融資を減額

最終的に
融資無し

(17.3%)

(11.0%)

(24.1%)
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３ 建築（購入）にあたり影響を受けたこと 

（１）住宅の建築・購入にあたり影響を受けたこと 
住宅の建築又は購入にあたりプラス要因として影響を受けたのは、どの住宅タイ

プにおいても、「金利動向」「地価／住宅の価格相場」である。一方、マイナス要因

として影響を受けたのは、「従前住宅の売却価格（従前住宅が持家であった世帯の

み）」「家計収入の見通し」「景気の先行き感」である。 
住宅の建築にあたり影響を受けたこと
　注文住宅（N=1171）

16.3

20.8

27.7

31.5

24.3

38.0

23.8

35.8

16.3

17.3

43.9

20.1

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

景気の先行き感

家計収入の見通し

地価／住宅の価格相場

住宅取得時の
税制等の行政施策

従前住宅の売却価格

金利動向

（％）

プラス影響 マイナス影響  
住宅の建築にあたり影響を受けたこと
　分譲住宅（N=823）

14.9

21.4

32.3

27.3

24.5

33.5

21.1

26.2

12.8

11.1

31.7

20.4

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

景気の先行き感

家計収入の見通し

地価／住宅の価格相場

住宅取得時の
税制等の行政施策

従前住宅の売却価格

金利動向

（％）

プラス影響 マイナス影響  
住宅の建築にあたり影響を受けたこと
　中古住宅（N=86）

10.5

16.3

32.6

10.5

20.0

27.9

25.6

26.7

15.1

17.4

30.0

24.4

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

景気の先行き感

家計収入の見通し

地価／住宅の価格相場

住宅取得時の
税制等の行政施策

従前住宅の売却価格

金利動向

（％）

プラス影響 マイナス影響  
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４ 今回の住宅と直前の住宅（リフォーム前後）の比較 

（１）従前住宅の持家率 
従前住宅が持家だった世帯の比率は、特に注文住宅が多く 41.3％を占めている。

一方、分譲住宅と中古住宅においては、持家以外の住宅が 70%以上を占めており、

住宅の一次取得者が多いことがわかる。 
直前の住宅の種類

注文住宅（N=1171）

分譲住宅（N=823）

中古住宅（N=86）

（％）

持家 社宅・寮・公務員住宅など

公営住宅、都市再生機構・公社の賃貸住宅 民間賃貸住宅

親・兄弟姉妹など親族の住宅 その他

無回答
 

（単位 : ％）

注文住宅 分譲住宅 中古住宅

持家 41.3 23.0 17.4
社宅・寮・公務員住宅など 11.9 17.0 4.7
公営住宅、都市再生機構・公社の賃貸住宅 4.6 8.7 8.1
民間賃貸住宅 31.3 42.9 53.5
親・兄弟姉妹など親族の住宅 9.6 7.2 8.1
その他 0.5 0.6 0.0
無回答 0.8 0.6 8.1

直前の住宅の種類
住宅タイプ

 
 

 
（２）延べ床面積の変化 

延べ床面積の変化は、直前の住宅と比較すると、注文住宅で 33.9 ㎡と、他の２つ

の住宅タイプより増加幅が大きい。 
また、今回の住宅の延べ床面積の平均は、注文住宅が 136.0 ㎡と最も広い。 

延べ床面積の変化

102.1

74.4

67.7

136.0

89.1

92.7

0.0 50.0 100.0 150.0

注文住宅（直前=789）
　　　　（今回=966）

分譲住宅（直前=575）
　　　　（今回=640）

中古住宅（直前= 64）
　　　　（今回= 55）

（㎡）

直前住宅

今回住宅
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（３）高齢者等対応設備の整備状況 
高齢者対応設備として「手すり」「段差のない室内」「廊下などが車椅子で通行可

能な幅＊」の整備率は、直前の住宅と比較すると、どの住宅タイプでも増加しており、

特に注文住宅と分譲住宅で増加幅が大きいが、中古住宅と民間賃貸住宅及びリフォ

ーム住宅についてはそれほど大きくない。 
高齢者対応設備の整備状況については、新築住宅、特に注文住宅において高い一

方、民間賃貸住宅、中古住宅、リフォーム住宅において低い。 
設備別では、「段差のない室内」や「手すり」に比べ、「廊下などが車椅子で通行

可能な幅」の整備率は低い。 
＊廊下や部屋の入り口の幅が約 80 ㎝以上ある場合 

高齢者対応設備　（複数回答）　（手すり）

10.3

11.4

7.0

3.8

22.3

70.5

46.1

23.3

5.8

35.7

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

注文住宅（N=1171）

分譲住宅（N=823）

中古住宅（N=86）

民間賃貸住宅（N=104）

リフォーム住宅（N=1030）

（％）

直前住宅 今回住宅

高齢者対応設備　（複数回答）　（段差のない室内）

10.6

17.4

10.5

5.8

19.8

78.7

74.6

23.3

10.6

28.2

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

注文住宅（N=1171）

分譲住宅（N=823）

中古住宅（N=86）

民間賃貸住宅（N=104）

リフォーム住宅（N=1030）

（％）

直前住宅 今回住宅

高齢者対応設備　（複数回答）　（通路の幅）

10.4

13.5

1.2

1.9

16.8

58.1

52.2

11.6

2.9

18.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

注文住宅（N=1171）

分譲住宅（N=823）

中古住宅（N=86）

民間賃貸住宅（N=104）

リフォーム住宅（N=1030）

（％）

直前住宅 今回住宅

高齢者対応設備　（複数回答）　（全ての設備）

1.7

5.1

1.2

0.0

5.3

45.6

29.6

7.0

0.0

8.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

注文住宅（N=1171）

分譲住宅（N=823）

中古住宅（N=86）

民間賃貸住宅（N=104）

リフォーム住宅（N=1030）

（％）

直前住宅 今回住宅
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（４）省エネ設備の整備状況 
省エネ設備として「二重サッシ」「太陽光発電装置」の整備率は、直前の住宅と比

較すると、「二重サッシ」はどの住宅タイプにおいても増加しており、特に注文住宅

と分譲住宅で増加幅が大きく、注文住宅で 80％近くになっているが、それ以外では

それほど増加していない。 
一方、「太陽光発電装置」の整備率は、どの住宅タイプにおいても１割以下にとど

まっており、普及が進んでいない。 
省エネ設備　（複数回答）　（二重サッシ）

5.8

4.6

2.3

1.0

77.4

36.7

9.3

7.7
16.8

23.8

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

注文住宅（N=1171）

分譲住宅（N=823）

中古住宅（N=86）

民間賃貸住宅（N=104）

リフォーム住宅（N=1030）

（％）

直前住宅 今回住宅

省エネ設備　（複数回答）　（太陽光発電）

0.6

0.1

1.2

0.0

2.4

9.4

1.1

0.0

0.0

5.5

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

注文住宅（N=1171）

分譲住宅（N=823）

中古住宅（N=86）

民間賃貸住宅（N=104）

リフォーム住宅（N=1030）

（％）

直前住宅 今回住宅
    

 
 
 
 
５ 住宅性能表示制度について 

（１）住宅性能表示制度の認知度と利用率 

住宅性能表示制度の認知度（住宅性能表示制度を「内容もだいたい知っている」

又は「名前くらいは知っている」と回答した人の比率）は、分譲住宅で 66.8％、注

文住宅で 65.4％、中古住宅で 53.5％となっている。 
また、住宅性能表示制度の利用率は、分譲住宅で 37.9％と最も高く、次いで注文

住宅で 26.6％、中古住宅で 5.8％となっている。 

住宅性能表示制度の認知度と利用率

65.4 66.8

53.5

26.6

37.9

5.8

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

注文住宅
（N=1171）

分譲住宅
（N=823）

中古住宅
（N=86）

（％）

制度の認知度

制度の利用率

 
 


